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論 文 内 容 の 要 旨 
 
ア 論文の主題と構成 
元来、スポーツの理想像はアマチュアリズムにあったが、特に日本の学校スポーツでは、
スポーツの教育的価値を高く評価してきた関係から、他のスポーツ先進国以上にアマチュ
アリズムに固執する傾向が強かった。しかし近年になると、日本の学校スポーツ、特に高
校スポーツで、大会規模の拡大に資金の確保が追いつかず、公的機関だけではなく企業か
ら人的・資金的援助を受けざるを得なくなってきている。高校スポーツを統括する全国高
体連が主催するインターハイには、様々なかたちでスポンサーが導入され、学生スポーツ
がビジネスに取り込まれる恐れが生じるようになった。そこには、教育的価値を掲げる学
生スポーツと、その価値を貶価するビジネスという葛藤論な捉え方が現れていた。その一
方で、関係者の様々な行動や言説活動によって、その葛藤を解消又は回避しようとする動
きも同時に生じている。 
そうした現状に対して本論は、高校スポーツにおける教育とビジネスの葛藤を取り上げ、
その葛藤の諸相について、組織と指導者の動きを中心に明らかにし、社会心理学の葛藤理
論を手掛かりにそのメカニズムを読み解き、これからの教育とビジネスのあり方について
新しい視座を提供することを主題としている。 
その構成と章立ては以下の通りである。 
序章 研究目的と研究方法 
 第 1節 問題の所在 
  第 1項 高校スポーツが外部資金を導入するまでの歴史的経緯 
  第 2項 高校スポーツの教育的意義 
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 第 2節 先行研究の検討 
  第 1項 葛藤概念に関する検討 
  第 2項 学生スポーツにおける教育とビジネスに関する研究 
 第 3節 研究目的及び研究方法 
 注記・文献 
第 1章 高校スポーツにおける教育とビジネスの葛藤の要因の日米比較 
第 1節 はじめに 
第 2節 日本の高校スポーツの発展と全国高体連におけるスポーツ活動の教育的意味 
第 3節 アメリカの高校スポーツの発展とNFHSにおけるスポーツ活動の教育的意味 
第 4節 日米の運動部活動の特徴と全国高体連とNFHSにみる教育とビジネスの捉え方 
の差異 
第 5節 まとめ 
 注釈・文献 
第 2章 新聞記事にみる高校スポーツにおける教育とビジネスの葛藤 
第 1節 はじめに 
第 2節 研究目的 
第 3節 研究方法  
  第 1項 分析対象と分析期間 
第 2項 分析の方法 
第 4節 結果および考察 
  第 1項 各紙の「高校スポーツ」記事数から見る経時的変化 
  第 2項 各紙の「高校スポーツ」記事における頻出語の特徴 
  第 3項 メディア・フレームの設定 
    第 4項 教育関連用語とビジネス関連用語における経時的変化 
  第 5節 まとめ 
注記・文献 
第 3章 高校スポーツイベントにおける教育とビジネスの葛藤解決に向けた組織の対応 
第 1節 はじめに 
第 2節 研究目的 
第 3節 研究方法 
第 4節 結果及び考察 
  第 1項 協賛金の導入（1990 年～） 
  第 2項 財団法人化（1995年～） 
  第 3項 ゼッケンスポンサーの導入（2009年～） 
第 5節 まとめ 
注記・文献 
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第 4章 指導現場におけるビジネスと教育の葛藤とその捉え方 
第 1節 はじめに 
第 2節 研究方法 
  第 1項 調査の方法 
  第 2項 インタビュー調査の対象 
  第 3項 インタビュー調査の内容 
  第 4項 倫理的な配慮 
第 3節 結果 
  第 1項 A氏の教育とビジネスの捉え方 
   第 2項 B氏の教育とビジネスの捉え方 
  第 3項 C氏の教育とビジネスの捉え方 
第 4節 考察 
 文献 
結論 高校スポーツにおける教育とビジネスの葛藤とその解決 
第 1節 葛藤理論による高校スポーツにおける教育とビジネスの葛藤とその解決の解読 
第 2節 高校スポーツにおける教育とビジネスの在り方についての新たな視座 
 第 3節 今後の研究課題について 
文献 
初出一覧 
 
イ 研究の方法と分析 
 前述の研究主題に対して、本稿は、以下の(a)～(ｄ)の四つの異なる研究方法を採用して、
多角的に分析を試みている。 
(a）高校スポーツにおける教育とビジネスの葛藤の要因の日米比較 
高校スポーツにおける教育とビジネスの葛藤がどのような要因によって生起するのかを
検証するため、日米の運動部活動とその統括組織における教育に関する捉え方を比較した。
その結果、日本の高校スポーツ活動は学校教育との線引きが不明確であり、形式的には課
外活動として位置づけられている一方で、実質的には学校教育に取り込まれている。しか
も全国高体連という教員組織で管理運営されているゆえに、スポンサー企業によるビジネ
ス的な介入を拒否あるいは回避する構造が発生し、対立関係を生み出すことによって集団
間葛藤理論でいうところの規範葛藤が生じていることが見いだされた。 
(b）新聞記事にみる高校スポーツにおける教育とビジネスの葛藤 
高校スポーツにおける教育とビジネスの葛藤が、どのような状況において生起している
のかを明らかにするため、社会的認識が成立する経緯について、高校スポーツに関連する
新聞（毎日新聞と朝日新聞）の記事を分析した。その結果、新聞記事内でビジネスに関す
る用語の頻度が増えれば、それだけ教育に関する用語の頻度が増える傾向にあることがわ
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かった。また、特に高校スポーツに関して取り上げる記事が多かったピーク時に注目する
と、教育とビジネスが対立関係にあることが明らかになった。そこから、高校スポーツに
おける教育とビジネスの関係には、社会的な認知レベルで対立的な構造が見られ，葛藤理
論でいうところの認知葛藤の状況にあるといえる。 
(c）高校スポーツイベントにおける教育とビジネスの葛藤解決に向けた組織の対応 
ここでは文献資料を手掛かりに、高校スポーツの統括団体である全国高体連組織が、企
業から資金の支援を受けてビジネスを取り入れていく歴史的経緯の中で、どのような対応
をし、その対応にはどのような社会的要因が働いていたのかについて検討した。その結果、
全国高体連が主導する高校スポーツイベントであるインターハイがビジネスを取り入れて
いく過程で、「協賛金」という名分の利用や、組織の財団法人化、ゼッケンスポンサーの導
入といった対応が段階的に行われ、葛藤を軽減または回避していたことが明らかになった。 
(d）指導現場における教育とビジネスの葛藤とその捉え方 
最後に、高校スポーツの指導者でかつ高体連の関係者に教育とビジネスの捉え方につい
てインタビュー調査を行った。その結果、インターハイへの協賛金の導入に際しては、協
賛金の教育的意義を選手に伝えることで、指導者が葛藤を乗り越えようとしていることが
推察できた。また、全国高体連の財団法人化では，支援を全国高体連ではなく、競技団体
へ向けることで葛藤を回避しようと考えていることがわかった。さらに、インターハイで
のゼッケンスポンサーの導入がなされた時には、選手がスポンサーの規制による不自由さ
を感じた時に、商業主義の印象を和らげるため、企業側も教育目的を理解したパートナー
シップの関係にあると解釈することで乗り越える戦略が見いだされた。 
 
ウ 結論 
全国高体連は、教育的観点から出場種目や選手を増やしたいという動機によってインタ
ーハイの規模の拡大を目指してきたが、その結果は運営費の増大につながり、外部資金の
導入によりアマチュアリズムを緩和してビジネス的要素を取り込まざるを得なくなった。
教育とビジネスの間には行動基準の相違があり、規範葛藤の発生が避けられないものとな
った。さらに教育とビジネスの葛藤は、新聞記事の分析によると、学生スポーツの理解を
めぐる認知葛藤も引き起こしていた。それらの社会的葛藤を建設的に解決するには、要求
の背後にある事情を勘案し、関係者が資金や援助の流れを実際的にも認知的にもコントロ
ールすることで、解決又は解消する必要がある。 
全国高体連は外部資金の流れを公開して、企業や団体などに対し社会的信頼を得るため
に財団法人化という組織強化をおこなった。しかし、組織が成熟していけばいくほど、ビ
ジネス志向の強い一部の競技団体との二重構造が鮮明になり、利害葛藤が発生し、組織間
の集団間葛藤が明らかになった。その葛藤の解決は、フレーミング理論からすれば、負の
フレーミングが強まると消極的・防衛的になり自己利益を守ることを最優先にした方略選
択をしがちになることから，これをいかに正のフレーミングに転換させることが重要にな
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る。つまり、全国高体連には教育の逸脱（損失）を提案せず、教育とビジネスをいかに共
存させるかという働きかけが解決につながる。 
さらに全国高体連は、ゼッケンスポンサーの導入で財源的な問題の解決に向かおうとす
るが、その資金の援助が選手に十分還元できておらず、そこに組織と選手・指導者間との
葛藤が生じている。その葛藤解決は、フレーミング理論からすれば，選手・指導者に支援
の損失がないことを認知させるだけではなく、実際に資金的援助を届かせることで、正の
フレーミングに転換させる働きかけを行う必要があることがわかった。 
論 文 審 査 結 果 の 要 旨 
 
ア 評価 
 現代的なテーマであるスポーツとビジネスの関係を、これまでのプロスポーツや企業ス
ポーツを対象とするのではなく、高校スポーツを対象として、しかもビジネスを導入する
過程で生じる葛藤状況を分析しようとするきわめてユニークで独創的な研究であると評価
できる。また、これからの高校スポーツにおける教育とビジネスのより良い関係を構築し
ようとする点で、その社会的意義の高い論文であるといえる。さらに、著者が長年にわた
って関わってきた全国高校体育連盟におけるスポーツイベント運営の豊富な経験からくる
洞察力によって、資料の解釈には卓越したものがある。とりわけ、これまで培ってきた高
校スポーツ指導者との信頼関係をもとにインタビュー調査を行い、現場からの本音の言説
を引き出せたことは特筆すべき点である。 
本論文の構成上の特色は、新聞記事を利用した社会的な認知のレベルの分析から指導現
場のインタビューまで、多角的なアプローチで取り組んでいる点にある。これにより、言
説レベルの理念的な葛藤を組織や現場レベルの指導者たちがいかに回避、解消しているの
かを明らかにしている。 
まず、高校スポーツの日米比較することによって、スポーツとビジネスとの関係に組織
と指導者が関与していることを見出し、次に、日本の高校スポーツにおいてビジネスとの
葛藤が起きているかを社会的認知の面から新聞記事を分析することで明らかにする。その
上で、組織としての高体連が、高校スポーツにビジネスが入り込むことに対してどのよう
に対応したかを、関連資料から明らかにし、さらに、その対応に対して、指導者はどのよ
うに評価しているかをインタビュー調査から明らかにする。そして、それらのデータを先
行研究で検討した葛藤理論で解釈し、結論に結び付けるという論理展開には一貫性があり、
説得力がある点で、高く評価することができる。しかも、調査によって集められた量的デ
ータを適切な統計的処理によって検証している点で、研究方法としても有効であると評価
できる。 
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さらに、高校スポーツだけではなく、これからの学校運動部における運営の在り方に社
会的なインパクトを与える可能性が高い論文であるといえる。 
 
イ 課題 
本論文の成果に関連して、以下のような課題も指摘された。ただし、この課題は、本研
究の結果から事後的に導き出されたものであり、今後、引き続き研究を進めていくことで
解決できるものであり、本論文が学位論文として高い水準にあると評価できることに変わ
りはないことを申し添えておく。 
 
・高校スポーツにおける新聞記事において、ビジネスに関する用語と教育に関する用語の
使用頻度において相関があるからと言って、必ずしも社会的な認知レベルで葛藤が起きて
いるとは言えないのではないか。それよりも、高校スポーツにおけるビジネスが語られる
ときに、同時に教育のことが語られる点に注目して、社会的な認知レベルで葛藤が起きて
いることを強調したほうが良いと思う。 
・ライフヒストリー調査では、調査者が事前に準備していた概念図式に合致するデータを
切り取るような傾向がみられたので、継続的な調査によって被調査者の語りをさらに引き
出すように取り組んでほしい。 
・日米の高校スポーツの比較の中でアメリカの NFHS組織は自立した組織であると考察し
ているが、自立ということが経済的な自立なのか、意思決定の自立なのかという点が曖昧
なので、その点を明確にしてほしい。そうした考察は、高校スポーツが、高校に所属する
者たちだけの競技であるところから、高校生世代のスポーツに脱皮する機会を開くことに
繋がるだろう。また、同じく変革期にある日本の大学スポーツの将来にも役立つと思う。 
・同じ高校スポーツでも競技種目によってビジネスへの対応が異なるのではないかと思わ
れるので、競技別の葛藤状況も検討して欲しい。 
・全国高体連が公益財団法人になったことで、企業からの寄付が受けやすくなったという
点について、これからの日本のスポーツのビジネス化の一つの可能性としてみることがで
きるのではないか。その点について、高校スポーツ以外での新たなビジネスモデルとして
引き続き研究して欲しい。 
・今後の課題として、葛藤の解決方法の提案に向けて、資金援助を受け入れる教育側だけ
ではなく、企業側の論理も考察に含めていく必要があるのではないか。 
・たとえば、現在プロ化を目指しているラグビーについて、日本独特の企業スポーツとし
てのビジネスの在り方についても、本稿の葛藤モデルで考察できるのかを検討して欲しい。 
 
 以上を踏まえたうえで、本論文は博士論文として価値あるものと認める。 
